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１．共通仕様書の適用

　　本工事の施工にあたっては、「秋田県土木工事共通仕様書(令和8年10月以降適用)」

　（以下、「共通仕様書」という）に基づき実施しなければならない。

２．共通仕様書に対する特記事項

　　共通仕様書に対する特記事項は、次のとおりとする。

第１編　共　通　編

第１章　総　　　則

第１条　疑義

　　本特記仕様書に明示した事項及び不明な事項について疑義が生じた場合は、速やかに監

　督員と協議しなければならない。

第２条　業務内容

　　本業務は、秋田県男鹿市の椿(船川港)漁港海岸における海岸漂着物収集運搬処理及び

  北浦漁港、畠漁港、椿(船川港)漁港に集積されている漂流ごみ運搬処理を行うものである。

　

第２章　一般施工

第１条　委託区域

　１．海岸漂着物収集運搬処理作業予定範囲は椿(船川港)漁港海岸重点区域内としているが、

受注者は、作業実施前に監督員と漂着物処理を行う区間について協議しなければならない。

　２．漂流ごみ集積位置は各漁港内であるが、詳細位置は現在協議中であり、契約後改めて

　指示します。

第２条　運搬作業

　　受注者は、県の産業廃棄物収集運搬業許可を受け、運搬作業を行わなければならない。

第３条　作業上の留意点

　　作業予定範囲及び収集物搬出路等、作業に先立ち施設管理者と作業内容について調整を

　図ること。また、作業にあたっては、万全の安全対策を講じること。

第４条　実績報告

　　受注者は作業終了後、就業人員・使用機械及び処理数量の実績及び写真を報告書等にて

　監督職員へ報告しなければならない。
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現場説明書 （条件明示）

　　業務の実施にあたっては、共通仕様書その他指定された図書を参考とし、かつ以下の事項

　について施工条件とします。

第１編　　共通編
第１章　　基準等

第１節　参考図書及び参考図面

設計図書の外に提示する「参考図書」については、入札参加者の迅速な見積りに対して

の資料として提示するもので、請負契約上拘束するものではないので留意して下さい。

第２節　参考図書及び参考図面

委託費の積算は、以下の積算基準に基づき実施しています。

１．土木工事標準積算基準書「共通編」（令和8年10月1日以降適用）秋田県建設部

２．土木工事標準積算基準書「参考資料」（令和8年10月1日以降適用）秋田県建設部

第２編　　現場説明事項

第1章　　条件明示等
第1節　条件明示

業務の実施にあたっては、次の条件により見積もってください。

１．海岸漂着物処理作業　1式

名　称 規　格 単　位 数　量

土木一般世話役 人 8

軽作業員 人 15

ﾁｪﾝｿｰ 鋸長500㎜、排気量60㏄ 日 6

ﾄﾗｯｸ運搬 ｸﾚｰﾝ装置付、4ｔ積、2.9ｔ吊、L=62.5km t 12

（１）収集

・収集作業は、海岸線に漂着した流木等を護岸沿いまで集積する作業とする。

（２）分別

・基本的には流木等を対象とし、ﾄﾗｯｸ等に積載可能な大きさまでの切断作業を行う

　こと。

（３）積込、運搬

・収集・乾燥した漂着物をﾄﾗｯｸ等へ積込、処分施設まで陸上運搬する。運搬は4t積

ﾄﾗｯｸとし、処理施設までの陸上運搬L=62.5kmを計上している。
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２．漂流ごみ処理作業　１式

名　称 規　格 単　位 数　量

ﾄﾗｯｸ運搬 ｸﾚｰﾝ装置付、4ｔ積、2.9ｔ吊、L=62.5km t 10

ﾄﾗｯｸ運搬 ｸﾚｰﾝ装置付、4ｔ積、2.9ｔ吊、L=70.0km t 4

（１）積込、運搬

・集積された漂流ごみをﾄﾗｯｸ等へ積込、処分施設まで陸上運搬する。

運搬は4t積ﾄﾗｯｸとし、北浦漁港及び椿(船川港)漁港から処理施設までの

陸上運搬L=62.5km、畠漁港から処理施設までの陸上運搬L=70.0kmを計上している。

3．処分費　１式

名　称 規　格 単　位 数　量

流木 有限会社ｴﾑ･ｱｰﾙ･ｴｽ･ｺｰﾎﾟﾚｰｼｮﾝ

秋田市太平黒沢字大屋木40 t

４．人員・機械等、処分量は実績に基づき変更します。

　　また、上記以外の処分が必要となった場合についても適宜、協議します。

５．本業務の諸経費は、秋田県土木工事標準積算基準書(参考資料)の「河川・道路等の維

　　持管理委託業務の諸経費について」により算出しています。

　　なお、本業務の予定価格の算出にあたっては、次の諸経費率により積算しています。

　　　共通仮設費率　：　 4.37%

　　　現場管理費率　：　35.66%(施工時期補正を含みます)

26.0

-5-


